
4 AIST  Today  2002.10

「ベンチャー開発戦略研究センター」構想
採択される

●図1　産総研のベンチャー創出に向けた総合的な支援策

　「ベンチャー開発戦略研究センター」が、採択率3.0パーセントの難関を突破し、平成14年度文部

科学省「戦略的研究拠点育成事業」に採択された。平成14年度から5年間、年間10億円の委託費を

得て、公的研究機関の技術シーズによるベンチャー創出システムの研究に取り組む。

　経済の活性化のためには、独創的な技術をもとにし

たベンチャーの創出、新産業が生み出す雇用の創出が

期待されている。既に我が国においても「大学発ベン

チャー1,000 社」を目標に様々な施策が実行されてい

る。産総研においても、独立行政法人が持つフレキシ

ビリティを活用し、図１に示す総合的な支援策を実行

している。

　米国では、大学等の技術シーズをもとに年間2,500社

のベンチャーが生まれ、経済の活性化に重要な役割を

果たしている。これに比べ我が国の大学発ベンチャー

の起業化数は、年間250社程度と米国の1/10である。

　シリコンバレーを例に引くまでもなく、米国におい

ては起業化精神に溢れた起業家（アントレプレナー）、

創業期のリスクマネーを負担する個人投資家（エン

ジェル）や投資を主な業務とする企業（ベンチャー
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研究開発費支援
・研究投資リスクを軽減
　しﾍﾞﾝﾁｬｰ創業を支援

研究開発体制支援
・研究実施場所や高度
　な機器の提供支援

人的支援
・独法の柔軟な人事
　制度を活用した人的
　支援
・創業に伴うリスクの
　軽減

知的財産支援

（注）●：国研当時からの制度   　◆：独法化に際して整備した制度　　★：独法化によって整備可能となる制度

◆技術移転機関
　(TLO)の活用

・産総研イノベーション
を設立しマーケティング、
ライセンシング業務遂行

◆知的財産権
　機関帰属

・職務発明に係わる
　知的財産権は全て
　産総研に帰属

◆知財権の譲渡を
　含む柔軟な対応

・共同研究者の希望に
　より独占的実施権を
　付与

◆ベンチャー起業
　時の職員への
　知財権譲渡

・原則50%の権利譲渡

◆実施補償料制度
　の充実

・保証金額の上限撤廃

基盤研究 応用研究 試作製品化研究

◆受託研究

●技術研修

●共同研究

◆産総研型インキュベーション

【ライセンシング型共同研究】
　産総研の知的財産のライセンシングを
　目的とした共同研究。ノウハウの移転
　も含めた起業家支援。
【連携研究体】
　各研究拠点に共同研究組織を設置。
　産学官連携の機動的推進。
【研究実施場所】
　拠点に連携スペースを確保。
　（スペース課金）

★ベンチャーリーブ制度

・ベンチャー創業を目指す職員に対して、人事面での支援メニューを用意

◆ベンチャー支援度を
　評価

★裁量労働制を活用した兼業
　（104条）

★ベンチャー退職制度

・ベンチャー創業を目的として退職
　する職員に対して、復職する権利
　を担保

★ベンチャー支援型任用
・ベンチャー創業を目指す外部研究員を、任期を限って
　産総研に任用し、ベンチャー起業化に向けた研究開発に従事

　　　　産総研活用型ベンチャー制度　　
新産業創出のため、基盤研究から試作に至るまで研究開発
のあらゆる場面において、産総研の技術開発ポテンシャルを
活用して、ベンチャー企業の技術開発を支援する。

①支援型共同研究開発
②中小企業技術発掘改良研究（技術シーズ持込み評価型）

③テクノナレッジネットワーク
④ベンチャー支援ファクトリー

平成14年度文部科学省「戦略的研究拠点育成事業」に提案

問われるベンチャー創出システムの確立

期待される技術オリエンテッドな
ベンチャー創出
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沿った研究開発を実施する。さらに、ベンチャー創出

事例の研究・解析およびノウハウの蓄積により、ベン

チャー設立のための最適システム構築を目指す。さら

に、TLOのネットワーク化により、技術シーズの組み

合わせによる強力なビジネスプランの作成を目指すと

ともに、産総研以外の公的研究機関・大学の技術シー

ズ企業のためのCOEを目指す。

　戦略拠点育成終了の5年次までには、ベンチャーを

40件/年程度送り出すシステムを完成、5年以内に複数

社の株式上場を目指す。また日本型ベンチャー創出法

の教本を完成させるなどし、将来的には産総研全体が

ベンチャー創出のプラットホームとなる事を目指す。

　COEは、ベンチャー創出の成功事例を蓄積し、その

ノウハウを他の公的研究機関・大学等にも広く知らし

めること等により、技術者・研究者が起業化する際の

技術開発環境を失うリスクを軽減し、多数の技術指向

型優良ベンチャーの創業へとつながる。これらのベン

チャーは、新産業、新市場、新たな雇用を生み出し、最

終的には我が国産業経済全体の停滞打破に貢献する。

また、研究者が社会ニーズの重要性を理解し、技術

シーズの実用化技術への発展性について意識する絶好

の機会となるものであり、広く技術シーズを活用した

新たな産業技術を創出する研究開発拠点になることも

期待できる。

キャピタル）、また起業化に必要な知識を持った弁護士

や会計士等のスペシャリストの集積が大学周辺にある。

すなわち、大学の技術シーズがすぐにベンチャー創業

に繋がる社会システムが完成されている。一方、我が

国にはこのようなシステムがないために、技術シーズ

をもとにベンチャーを起こすには、研究者自らが起業

家となって市場調査、資金の調達、さらに営業を担う

覚悟が要求され、大きな障害となっている。このよう

な日本の環境を克服する日本型のベンチャー創出シス

テムの確立が、今切望されている。

　産総研は、「戦略的研究拠点育成事業採択」を機に日

本型ベンチャー創出システムの研究と確立を行う。従

来産総研のベンチャー支援策は、技術シーズを持つ研

究者の発意と努力に対して支援を行って来た。今回提

案の「ベンチャー開発戦略研究センター」では、産総

研を始めとする公的研究機関や大学発の技術シーズを

提供し、ベンチャー企業の展開を総合的に支援するこ

とを目的としている（図２）。

　センターには強力なビジネスモデルを作成する「ビ

ジネスモデルコンストラクター」、事業・経営戦略を担

う「ベンチャープランナー」を配置する。また、「ベン

チャー技術開発ラボ」を付設し、ビジネスプランに

産総研の取り組み

提案の実践と新しいモデルの実証

期待できる波及効果

●図2　ベンチャー開発戦略研究センターの組織と機能

　 問い合わせ先　　〒100-0005
　　東京都千代田区丸の内2丁目2-2　丸の内三井ビルディング2階（地下鉄千代田線二重橋前駅4番出口すぐ）
　　（代表電話）　03-5288-6868　　　（FAX）　03-5288-6869


